
 

 

～ 日本海難防止協会シンガポール連絡事務所発SRO news ～ 

（Ref No：22－026） 

 

１ パラオのウィップス大統領は台湾を公式訪問した。台湾総統府の報告によ

ると、中華民国－台湾政府とパラオ政府の間の財政協力協定、両国間の観光活

性化に向けた基本合意、水産養殖開発協力に関する基本合意、中華民国（台湾）

とパラオ共和国間の航海サービスの受け入れ、台湾における船員教育・訓練及

び Palau International Shipping Registry による認証に関する協定、の 4つ

の文書が署名された。 

原文 

（7th October 2022, Island Times） 

 

２ 米国とミクロネシア連邦（FSM）はリモートシップライダー協定（remote 

shiprider agreement）に署名した。この協定により、この種の協定としては初

めて、FSM の法執行官が不在の場合でも、遠隔で協調し、米国が FSM に代わっ

て違法な海洋活動に対処することが可能となる。具体的には、米国の法執行官

が司令センターを通じて FSM 警察と協力し、FSM から対処行動の承認を受ける

ための調整メカニズムと手続が協定により提供される。 

原文 

（13th October 2022, Homeland Security Today） 

 

３ ミクロネシア連邦（FSM）のパニュエロ大統領は、いわゆる健康国境保護

法（Healthy Border Protection Act）の改正に署名した。FSM入国のために新

型コロナの「ワクチン完全接種」は必要だが、2 回の接種でこれを満たし、ブ

ースター接種は必要としない。検査結果の提示や隔離・移動制限も求めない。

FSM では 10 月 10 日現在、ヤップ、チューク、ポンペイ、コスラエの全ての州

で、州間及び国際の往来は完全に開放されている。 

原文 

（12th October 2022, Keselehlie Press） 

 

４ マーシャル諸島（RMI）の経済政策・企画・統計局は、2021 年の国勢調査

の暫定結果を公表した。2011 年の国勢調査で 53,158 人だった人口が 2021 年 8

月の調査では 42,594人に減少した。20％減少の驚異的な数字であるが、多くの

人が米国へ移住していることと辻褄が合う。また COVID による RMI への移動制

限により数字がより目立った可能性がある（※SRO News21-033参照）。また、

46％の世帯が食料不安を感じ、1/3 以上の世帯が食事をとらない日があると答

えた。 

原文 

https://islandtimes.org/four-ministers-join-whippss-state-visit-to-taiwan-6-out-of-8-ministers-out-of-the-country/
https://www.hstoday.us/subject-matter-areas/maritime-security/u-s-federated-states-of-micronesia-sign-expanded-shiprider-agreement/


（14th October 2022, Marshall Islands Journal） 

 

５ マーシャル諸島（RMI）の入国条件について 

・新型コロナワクチンの初回接種（1回目・2回目）の完了 

・RMI到着時に新型コロナの症状がある人は検査を実施 

・全ての海外からの到着者は、5日間公共スペースでマスクを着用 

・新型コロナの検査で陽性となった人は、最低 5 日間（かつ症状が無くなって

から最大 24時間) の自宅隔離 

原文 

（6th October 2022, Ministry of Health & Human Service, RMI） 

 

６ 中国政府はトンガ警察の機械整備工場の改修のため 65,000ドルを提供した。 

原文 

（12th October 2022, Matangi Tonga） 

https://matangitonga.to/2022/10/12/china-donates-65000-upgrade-tonga-police-workshop


 

 



 

 

 

 



 


